予算要求資料
平成27年度12月補正予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察管理費　目：運転免許費
	事業名　運転免許費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
　　　　　　　　警察本部　交通部　運転免許課　電話番号：058-237-3376（内201 ）

　　　　　　　　　　　　　E-mail：c18890@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額  67,216千円（現計予算額：1,286,555 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	現  計

予算額
	1,286,555
	0
	0
	1,028,305
	6
	0
	970
	0
	257,274

	補  正

要求額
	67,216
	0
	0
	67,216
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	60,466
	0
	0
	60,466
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成14年の道路交通法改正により、高齢者対策として70歳以上の者が運転免許を更新する際には高齢者講習の受講が義務化された。

　　　高齢者講習については、講義のほか運転適性指導や実車指導を行うため、一定の資格を有する講習指導員や設備を有する自動車教習所に業務委託しているが、講習受講者が大きく増加しており既定予算に不足が生じるため対応が必要となっている。
（２）事業内容

　　　高齢者講習業務を自動車教習所に委託する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　運転免許行政及び運転免許施設の整備・維持に要する経費であり県負担は妥当である。なお、その財源は運転免許行政に係る使用料手数料を充当している。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	  67,216
	高齢者講習業務の委託（受講者数の見込み増）

	合計
	67,216
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「岐阜県長期構想」
　　　　5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
　　　　　○交通事故を防止する

　　　「第９次岐阜県交通安全計画」

　　　　4-(3)-②　交通安全思想の普及徹底

　　　　　　　③　安全運転の確保

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　・　交通事故防止のための環境整備を進める。
　・　老朽化等により改築整備が必要な運転教育センターを移転及び改修に

より整備する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	運転免許保有者数
（人）
	（H  ）
	1,418,398
（H24末）
	1,421,633
（H25末）
	1,422,931
（H26末）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　運転免許行政環境整備に係る事業及び法令に基づく講習を実施する事業である

ため、定量的な指標で表すことができない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　多数の来庁者が訪れる運転免許施設の良好な施設環境を維持し、各種講習では、県下全域に所在する自動車教習所へ委託するなど受講者の利便性を確保するとともに講習用機器の更新整備により質の高い講習の実施に努めている。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　良好な環境で運転免許行政を行うとともに運転免許試験の実施や各種講

習の実施により、交通安全に対する意識の高揚・啓発を図っている。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　運転免許行政に係る事業であり必要性が高い。

　運転教育センターは、運転免許更新など県民の利用頻度が極めて高い公共施設であり、業務に支障を来すようなことがあってはならない。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　運転免許行政に係る事業は、交通安全対策の一翼を担っており、交通死亡事故等も減少傾向にあり効果はある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　適切な維持管理により、施設や機器等に係る経費の節減等に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　「ぎふ清流文化プラザ」は、運転教育センターと文化施設との機能を有する複合施設となったことから、施設の管理運営について関係機関との連携・調整に努める必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　引き続き、良好な運転免許行政環境を県民に提供していく。



